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令和７年度北上市公の施設指定管理者募集要項 

 

 北上市（以下「市」という。）は、次の対象施設について、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第2 4 4条の２第３項及び当該施設に係る条例に規定する指定管理者を募集し

ます。 

 

１ 対象施設の概要 

施設名 施設概要 

北上市技術交流セ

ンター 

① 施設の所在地 北上市北工業団地１番６号 

② 施設規模 鉄骨造２階建 床面積799.12㎡ 

③ 施設内容 展示室、コミュニティルーム、研修室、 

       実習室、会議室、福利厚生室、事務室、 

       駐車場ほか 

④ 利用対象者等（利用人数） 

        企業等（年間利用者数2,500人を見込む） 

 

２ 応募資格 

 (1) 市内に事務所を有する法人、その他の団体であること。（法人格の有無は問いま

せん。） 

(2) 次のいずれにも該当しない団体であること。 

ア 市から指名競争入札の指名停止措置を受けている団体 

  イ 会社更生法、民事再生法の規定に基づき更正又は再生手続きしている団体 

 ウ 市民税及び固定資産税等納入すべき市税を滞納している団体 

エ 法第2 4 4条の２第11項の規定により２年以内に指定の取消しを受けた団体 

(3)  団体の役員に次のいずれかに該当する者が含まれていないこと。 

 ア 成年被後見人及び被保佐人 

  イ 破産者で復権を得ない者 

  ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力

団員又はこれらに準ずる者 

 エ 代表者が市民税及び固定資産税等納入すべき市税を滞納している者 

（4） 複数の団体により構成されたグループでも申請できること。 

 ア グループで申請する場合、グループの代表する団体等を決めること。 

 イ 単独で申請する団体等は、他のグループの構成団体となって申請することができ

ないこと。 

  ウ グループで申請する団体の構成団体は、他のグループの構成団体となって申請

することができないこと。 

 

３ 応募期間等 

(1)  応募期間  令和７年８月15日から令和７年10月17日まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く） 

(2) 受付時間 午前８時30分から午後５時まで 

(3) 提出先  北上市商工部産業雇用支援課へ直接持参のこと。 
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４ 提出書類 

次の書類について施設ごとに提出すること。 

（各提出部数：原本１部 副本９部←指定管理者選定委員会委員数） 

 

(1) 指定申請書（様式第１号） 

(2) 定款、寄付行為、規約、その他これに類する書類 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本又は登記事項証明書 

(4) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書並びに前事

業年度及び前々事業年度の事業報告書及び収支計算書（様式第２号） 

(5) 対象施設についての事業計画書（様式第３号） 

(6) 対象施設の管理に関する業務の収支計算書（様式第４号） 

(7) 事業内容のパンフレット等法人等の概要を記載したもの 

(8) 直近の２年度分の市に納付すべき市民税及び固定資産税等の納税証明書（団体とそ

の代表者の分） 

(9) 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類（直近２か年の事業年度分） 

(10) 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当す

る書類 

(11) 宣誓書（様式第５号） 

(12) グループの組織に関する事項を記載した書類（様式６号）（グループで申請する場

合のみ） 

 

５ 申請書類の取扱い 

(1) 申請書類に用いる言語、通貨、単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法

（平成４年法律第51号）に定める単位に限る。 

(2)  官公庁発行の証明書等やむを得ないものを除き、申請書類は原則Ａ４判とする。 

(3) 提出された申請書類は返却しません。また、選定を行うために必要な範囲内で複製

を作成することがあります。 

(4) 申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

(5) 申請した団体が上記２（３）ウに該当するか否かを審査するため必要なとき、市は

北上警察署長に必要な情報を提供し、照会するものとします。 

 

６ 選定の手順及び基準 

 (1) 申請者は、指定管理者選定委員会において、応募内容のプレゼンテーションを行

うものとします。 

 (2) 期日：令和７年11月12日（水）（予定） 

 (3) 場所：本庁舎２階大庁議室（予定） 

  ※指定管理者選定委員会の開催日時等の詳細は、申請者へ別途通知します。 

 (4) 指定管理者選定委員会は「指定管理者審査基準」により審査し、結果を申請者に

通知します。 

 

７ 管理の基準 

(1) 地方自治法、北上市公契約条例及び当該施設に係る条例等に基づき、適正に管理

すること。 
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(2) 指定管理者の出納その他の事務の執行については、地方自治法第1 9 9条第７項に

より北上市監査委員による監査の対象になります。 

(3) 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び北上市個人情報保護条例の規定

に従って、個人情報の取扱いには十分留意し、漏洩、改ざん、滅失及び毀損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じること。 

８ 管理業務の範囲及び具体的内容 

  業務の範囲と具体的内容については「当該施設指定管理者管理内容明細書」により

ます。参考資料として過去の業務実績と管理実績を提示します。 

 

９ 使用料（又は利用料金） 

使用料については、指定管理者が徴収し、市に納付すること。（施設使用に係る料

金制度は、利用料金制を採用することとし、北上市工業技術交流施設条例に定める使

用料の範囲内で、あらかじめ市長の承認を得て指定管理者が定めるものとします。） 

 

10 業務における留意事項 

(1) 管理業務は、指定管理者が自ら行うこととし、包括的に他の団体等に委託するこ

とはできない。ただし、主要な業務を除き管理業務の一部（設備の保守点検、警

備、清掃等）については、市長の承認を得て他の団体へ委託することができる。 

(2) 市が提示した業務以外で、公の施設の設置目的をより効果的に達成するために、

指定管理者が、独自で立案する自主事業を行おうとする場合については、事業計画

書により提案すること。 

(3) 指定管理者は、業務の執行に当たっては、その職務上知り得た秘密を漏らしては

ならないこと。また、指定期間終了後も同様であること。 

 

11 指定管理料 

(1) 指定管理業務に係る管理費用は協定により定めますが、原則として四半期ごと

（４月、６月、９月、12月）の前払いとします。 

(2) 指定管理料（年額）の基準額は、9,634,000円とします。 

(3)  基準額は直近の決算額等を参考に市が見積もった金額です。なお、社会情勢等の

変化により、提案額が基準額を超過すると見込まれる場合は、提案書を提出前に市

と協議願います。 

 

12 指定期間 

令和８年４月１日から令和13年３月31日までの５年間とする。ただし、管理を継続

することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。 

 

13 指定管理者の指定 

指定管理者としての指定は、北上市議会の議決を経て行います。その後、基本協定

を締結します。各年度の指定管理料の金額等については、年度協定において予算の範

囲内で定めるものとします。 

 

14 その他 

  応募に関して不明な点は、施設所管課へ問い合わせのこと。 
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北上市公の施設（公募施設）指定管理者選定審査要領 

 

第１ この要領は、北上市の公の施設の指定管理者の候補者の選定に当たり、公募によ

り指定管理者を選定する施設について、指定管理者に応募した団体（以下｢申請者｣と

いう。）の事業計画書等を審査するため、必要な事項を定める。 

第２ 申請者の事業計画書等を審査するため、審査員を置く。 

２ 審査員は、北上市公の施設の指定管理者の指定要綱（平成16年北上市告示第59号）

第５に定める委員会の委員長、副委員長及び委員をもって充てる。 

第３ 審査事項は、指定管理者審査基準（以下｢審査基準｣という。）の項目によるもの

とし、その内容は次のとおりとする。 

（1） 施設の設置目的を理解し、市民の平等な利用が確保される内容となっているか。 

(2)  施設の効用が発揮されるよう地域住民や関係団体に利用促進を図る内容となって

いるか。 

（3） 施設管理の経費の縮減に取り組む内容となっているか。 

（4） 継続して適正に管理することができる組織となっているか。 

（5） 施設利用者のニーズを把握し、サービス向上に努める内容となっているか。 

（6） 個人情報の保護対策がなされているか。 

（7） 危機管理の対策がなされているか。 

第４ 審査の方法は、申請者から提出された書類及びプレゼンテーションにより審査基

準の審査項目に沿って採点するほか、必要に応じ講評を付す方法により行うものと

する。 

２ 申請者が複数の施設を管理することとなる場合の審査方法は、当該施設を一の施設

とみなして審査するものとする。 

第５ 第４の審査の結果から、各審査員の採点の総合計が1 0 0分の60以上である者のう

ち最も多い申請者を指定管理者の候補者とする。 

２ 前項の場合において、各審査員の採点の総合計の最も多い申請者が二者以上あった

ときは、審査基準の選定基準(2)及び(4)の採点の合計の最も多い申請者を指定管理者

の候補者とする。 

３ 前項の場合において、各審査員の採点の総合計の最も多い申請者が二者以上あった

ときは、審査基準の選定基準( 3 )の収支計画の額が最も低い申請者を指定管理者の候

補者とする。 

４ 前項の場合において、収支計画の金額が最も低い申請者が二者以上あったときは、

これらの者の中からくじ引きによって指定管理者の候補者を決定する。 

第６ 審査結果は、申請者に通知するとともに公表するものとする。ただし、公表する

ことにより、申請者の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害すると認められる

事項については公表しないものとする。 

第７ 審査に関する庶務は、財務部資産経営課において処理する。   


